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すことができる概念も⽰されている 6），7）．その際，BB に FA を混合するような 3 成分系のコンクリート
とすることで，BB 単体のコンクリートよりも，同程度の⼒学性能を保持したまま，温度ひび割れ，乾燥




































































第６章は，「CFP を活⽤した低炭素型コンクリート適⽤による CO2 排出量削減効果の検証」である．第
５章で提案した CFP を活⽤した CO２排出量評価⼿法を⽤いて，各種低炭素型コンクリートの種類，適⽤






































図 1-1 論⽂の構成 
 
  
















第 5 章 建築物の建設に伴う CO₂排出量評
価⼿法の提案 
・CFP プログラムの概要 
・建築物の CFP 算定・表⽰⽅法 
・CFP-PCR の策定 
・モデル建築物による CFP 算定 
・実建築物による CFP 算定 
・統計値との⽐較 




・⻑期強度改善が CO2 排出量に及ぼす影響の検証 









http://www.env.go.jp/press/101241.html（2015 年 7 ⽉） 
2）伊⾹賀俊治：建築物の LCA・LCC ⼿法の国・⾃治体・⺠間での活⽤状況，⽇本 LCA 学会誌 Vol.4，No.1，
pp.19-26，2008 
3）経済産業省 省エネルギー庁 HP：ZEB ロードマップとりまとめ，省エネルギーについて 
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/zeb_report/（2016 年 2 ⽉） 
4）国⼟交通省 HP：都市の低炭素化の促進に関する法律（略称：エコまち法），都市計画 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/eco-machi.html（2012 年 12 ⽉） 
5）経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課：セメント産業における⾮エネルギー起源⼆酸化炭素対策に
関する調査－混合セメントの普及拡⼤⽅策に関する検討－報告書，平成２０年度経済産業省委託事業，平












































ライアッシュセメントといった JIS に制定される混合セメントを⽤いたコンクリートも含まれる． 
現在国内で販売・使⽤されている混合セメントは⾼炉セメントが約 9 割以上を占め，シリカセメント























法第 37 条第⼀号では、建築材料のうち⼤⾂が指定するものについては、それぞれ適切な JIS 等規格に
よることとしている．ここで適合とあるのは、必ずしも JIS 等規格のマークが付された材料のみを要求
しているのではなく、JIS 等規格の内容に適合していると認められるものであれば JIS 等規格のマークが
付されていない材料についても規定上は使⽤できる。すなわち，コンクリートにおいては，JIS A 5308
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表 2-2-1 建築基準法によるコンクリートの取扱い関連項⽬の抜粋 
























建築基準法第 2 条 
＜建築基準法第 37 条でいう主要構造物＞ 






144 条の 3 
＜建築基準法第 37 条でいう安全上、防⽕上⼜は衛⽣上重要である建築物の部分＞ 
 法第 37 条の規定により政令で定める安全上、防⽕上⼜は衛⽣上重要である建築物の部分は、次に掲げるものと
する。 
⼀  構造耐⼒上主要な部分で基礎及び主要構造部以外のもの 
⼆  耐⽕構造、準耐⽕構造⼜は防⽕構造の構造部分で主要構造部以外のもの 
三  第 109 条に定める防⽕設備⼜はこれらの部分 




六  建築設備⼜はその部分 





 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 37 条の規定に基づき、建築物の基礎、主要構造部等に使⽤する建築材
料並びにこれらの建築材料が適合すべき⽇本⼯業規格⼜は⽇本農林規格及び品質に関する技術的基準を次のよう
に定める。 
第 1  建築基準法(以下「法」という。)第 37 条の建築物の基礎、主要構造部その他安全上、防⽕上⼜は衛⽣上重
要であ 
る部分に使⽤する建築材料で同条第⼀号⼜は第⼆号のいずれかに該当すべきものは、次に掲げるものとする。 
七  コンクリート 













5308-2014 において，使⽤可能なセメントの種類として，下記の 5 種類が規定されている． 
1)  JIS R 5210 ポルトランドセメント 
2)  JIS R 5211 ⾼炉セメント 
3) JIS R 5212 シリカセメント 
4)  JIS R 5213 フライアッシュセメント 
5) JIS R 5214 エコセメント（⾼強度コンクリートには適⽤不可） 
 
さらに，使⽤可能な混和材料の種類として，下記の 6 種類が規定されている． 
1)  JIS A 6201 フライアッシュ 
2)  JIS A 6202 膨張材 
3)  JIS A 6204 化学混和剤 
4)  JIS A 6205 防せい剤 
5)  JIS A 6206 ⾼炉スラグ微粉末 






















によって，A 種，B 種，C 種に分類されている．表 2-2-3 に⾼炉セメントとフライアッシュセメントの
要求品質を⽰すが，セメント種類毎に異なる要求品質が規定されているものもある． 
 
表 2-2-2 ⾼炉セメントとフライアッシュセメント種類による混合材分量の規定値 
種類 ⾼炉スラグの分量（質量%） フライアッシュの分量（質量%） 
A 種 5 を超え 30 以下 5 を超え 10 以下 
B 種 30 を超え 60 以下 10 を超え 20 以下 
C 種 60 を超え 70 以下 20 を超え 30 以下 
 
表 2-2-3 ⾼炉セメントとフライアッシュセメントの JIS 要求品質 
品質 
⾼炉セメント 
JIS R 5211 
フライアッシュセメント 
JIS R 5213 
A 種 B 種 C 種 A 種 B 種 C 種 
密度（g/cm3） － － － － － － 
⽐表⾯積（cm2/g） 3000 以上 3000 以上 3300 以上 2500 以上 2500 以上 2500 以上
凝結 始発（min） 60 以上 60 以上 60 以上 60 以上 60 以上 60 以上 終結（h） 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 
安定性 
パット法 良 良 良 良 良 良 
ルシャテリエ法
（mm） 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 10 以下 
圧縮強さ 
（N/mm2） 
3d 12.5 以上 10.0 以上 12.5 以上 10.0 以上 7.5 以上 7.5 以上 
7d 22.5 以上 17.5 以上 22.5 以上 17.5 以上 15.0 以上 15.0 以上 
28d 42.5 以上 42.5 以上 42.5 以上 37.5 以上 32.5 以上 40.0 以上 
化学成分 
（%） 
酸化マグネシウム 5.0 以下 6.0 以下 5.0 以下 5.0 以下 5.0 以下 6.0 以下 
三酸化硫⻩ 3.5 以下 4.0 以下 3.0 以下 3.0 以下 3.0 以下 4.5 以下 






 表 2-2-4，表 2-2-5 に⾼炉スラグ微粉末とフライアッシュの種類と要求品質をそれぞれ⽰す．⾼炉ス
ラグ微粉末は⽐表⾯積によって定まる 4 つの種類がある．⽐表⾯積が⼤きいほど反応性が⾼く，強度や
耐久性⼯場などの⽬的に応じて混合率を調整して使⽤できるように整備されている．現状で最も⽣産量
が多いのは⾼炉スラグ微粉末 4000 であり，⾼炉セメントにもこの 4000 相当が使⽤されることが⼀般
的である．6000 は，初期強度を必要とするコンクリート製品などに使⽤されることが多く，8000 はそ
の細かさを活かして充填剤などに利⽤されている 3）．⼀⽅，マスコンクリートの温度上昇抑制や収縮を







合材として⽤いる場合は，Ⅰ種またはⅡ種に限定されており，さらにⅡ種にあっても JASS5 M-401 に
規定される品質基準を満⾜することが要求される（表 2-2-6）4）． 
 
表 2-2-4 ⾼炉スラグ微粉末の種類と JIS 要求品質（JIS A 6206） 







密度（g/cm3） 2.80 以上 2.80 以上 2.80 以上 2.80 以上 









材齢 7 ⽇ － 55 以上 75 以上 95 以上 
材齢 28 ⽇ 60 以上 75 以上 95 以上 105 以上 
材齢 91 ⽇ 80 以上 95 以上 － － 
フロー値⽐（%） 95 以上 95 以上 90 以上 85 以上 
酸化マグネシウム（%） 10.0 以下 10.0 以下 10.0 以下 10.0 以下 
三酸化硫⻩（%） 4.0 以下 4.0 以下 4.0 以下 4.0 以下 
強熱減量（%） 3.0 以下 3.0 以下 3.0 以下 3.0 以下 
塩化物イオン（%） 0.02 以下 0.02 以下 0.02 以下 0.02 以下 
 
  




表 2-2-5 フライアッシュの種類と JIS 要求品質（JIS A 6201） 







⼆酸化けい素含有量（%） 45.0 以上 
湿分（%） 1.0 以下 
強熱減量（%） 3.0 以下 5.0 以下 8.0 以下 5.0 以下 
密度（g/cm3） 1.95 以上 
粉末度 
網ふるい⽅法 
（45μm ふるい残分）（%） 10 以下 40 以下 40 以下 70 以下 
ブレーン⽅法 
（⽐表⾯積）（cm2/g） 5000 以上 2500 以上 2500 以上 1500 以上
フロー値⽐（%） 105 以上 95 以上 85 以上 75 以上 
活性度指数 
（%） 
材齢 28 ⽇ 90 以上 80 以上 80 以上 60 以上 
材齢 91 ⽇ 100 以上 90 以上 90 以上 70 以上 
 
表 2-2-6 結合材として⽤いるフライアッシュの品質基準(JASS 5 M-401)4） 
項  ⽬ 品質基準 
強熱減量（%） 4.0 以下 
粉末度 ⽐表⾯積（cm2/g） 3000 以上 



























(2) ⾼炉セメント B 種 (⾼炉スラグの分量が質量⽐で 45%以下のものに限る｡)を使⽤したコンクリート
が⽤いられていること｡ 
(3) 直接⼟に接する部分は、最⼩かぶり厚さが告⽰より 1cm 増しであること｡また、直接⼟に接しない部
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アッシュ B 種，C 種相当の実験による検証結果が 0〜0.42 の範囲であり現⾏基準は妥当であること，⾼







表 2-2-7 混和材の中性化抵抗性の寄与率 4） 
 
 






（1）建築⼯事標準仕様書・同解説 JASS5 鉄筋コンクリート⼯事（2015）7） 








表 2-2-9  JASS5 における低炭素型コンクリート関連記述抜粋 7） 
標準仕様書 同解説 
4 節 コンクリートの材料 
4.2 セメント 
a.セメントはJIS Ｒ 5210（ポルトランドセメント），JIS
Ｒ 5211（⾼炉セメント），JIS Ｒ 5212（シリカセ
メント）または JIS Ｒ 5213（フライアッシュセメ
ント）に適合するのもとする． 
c.計画供⽤期間の級が⻑期の場合，使⽤するセメントは，
上記ａ.のうち JIS Ｒ 5210（ポルトランドセメント），
もしくは JIS Ｒ 5211（⾼炉セメント），JISＲ5212














場合， JIS Ｒ 5210（ポルトランドセメント），もしくは
JIS Ｒ 5211（⾼炉セメント），JISＲ5212（シリカセメン
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早強ポルトランドセメント 0≦Ѳ＜5  5≦Ѳ 
普通ポルトランドセメント 0≦Ѳ＜8  8≦Ѳ 
中庸熱ポルトランドセメント 0≦Ѳ＜11  11≦Ѳ 
低熱ポルトランドセメント 0≦Ѳ＜14  14≦Ѳ 
フライアッシュセメントＢ種 0≦Ѳ＜9  9≦Ѳ 
⾼炉セメントＢ種 0≦Ѳ＜13  13≦Ѳ 
構造体強度補正値 28S91（N/mm2） 6 3 
       [注] 暑中期間における構造体強度補正値 28S91 は 6N/mm2 とする。 
 
表 2-2-11 JASS5 表 5.2 ⽔セメント⽐の最⼤値 7） 






































早強ポルトランドセメント 3 ⽇以上 5 ⽇以上 
普通ポルトランドセメント 5 ⽇以上 7 ⽇以上 
中庸熱および低熱ポルトランドセメント 
⾼炉セメントＢ種，フライアッシュセメントＢ種 7 ⽇以上 10 ⽇以上 
 










⾼炉セメント A 種 
シリカセメント A 種 
フライアッシュセメント A 種
⾼炉セメント B 種 
シリカセメント B 種 
フライアッシュセメント B 種 
20℃以上 2 4 5 
20℃未満 
10℃以上 3 6 8 
  







るとしている．その他，構造体強度補正値 28Ｓ91 の標準値など，調合に係わる記述は，JASS5 と概ね整
合している． 
 
表 2-2-14 「公共建築⼯事標準仕様書（建築⼯事編）」における低炭素型コンクリート関連記述抜粋 
項⽬ 関連記述 
4 章 地業⼯事 





6 章 コンクリート⼯事 
3 節 コンクリートの材料及び調合 
6.3.1 コンクリートの材料 
(a)セメント 




















(2) 混和材を使⽤する場合は，JIS A 6201（コンクリート⽤フライアッシ
ュ）によるフライアッシュのⅠ種若しくはⅡ種⼜は JIS A 6206（コンクリ







２．２．５ ⼟⽊学会 コンクリート標準⽰⽅書 
⼟⽊学会では，コンクリート標準⽰⽅書（以下，⽰⽅書と略記）［施⼯編：施⼯標準］3 章 9）において，
適切な材料の選定として，セメントや混和材に関する解説が記述されている． 


































表 2-2-15 「コンクリート標準⽰⽅書・施⼯編」における低炭素型コンクリート関連記述抜粋 9） 
本⽂ 解説 
3 章 材料 
3.2 セメント 
(2)セメントは JIS R 5210，JIS R 5211，






















































表 2-2-16 湿潤養⽣期間の標準 9） 
⽇平均気温 普通ポルトランドセメント 混合セメント B 種 早強ポルトランドセメント 
15℃以上 5 ⽇ 7 ⽇ 3 ⽇ 
10℃以上 7 ⽇ 9 ⽇ 4 ⽇ 
































最近では，地球温暖化抑制対策としての要求に呼応して，2017 年 9 ⽉に⽇本建築学会において，「⾼
炉セメントを使⽤するコンクリートの調合設計・施⼯指針・同解説」（2001 年，1989 年，1981 年，1978
年初版）と「⾼炉スラグ微粉末を使⽤するコンクリートの調合設計・施⼯指針・同解説」（2001 年，1996
年初版）の 2 つの指針を統合した「⾼炉セメントまたは⾼炉スラグ微粉末を⽤いた鉄筋コンクリート造
建築物の設計・施⼯指針（案）」11）（以下，AIJ 指針）が発刊された．この AIJ 指針には，⾼炉スラグ微
粉末を使⽤したコンクリートの性質に関する最新の知⾒が整理されたことに加えて，新たに建築物に要
求される性能の項⽬として環境配慮性が加えられ，⾼炉スラグを適切に使⽤する意義が明確化された． 





表 2-3-1 ⾼炉スラグコンクリートによる構造体コンクリートの CO2 削減等級 11） 
区分 使⽤するセメントの種類 地上部分 地下部分 
等級 0 普通ポルトランドセメント 普通ポルトランドセメント Ａ種・Ａ種相当 
等級 1 普通ポルトランドセメント Ｂ種・Ｂ種相当 Ａ種・Ａ種相当 Ｃ種・Ｃ種相当 




等級 3 － － 
注）Ａ種，Ｂ種，Ｃ種はそれぞれ，JIS R 6201 の⾼炉セメントの種類を⽰し，Ａ種相当，Ｂ種 
相当，Ｃ種相当は AIJ 指針内で設定される⾼炉スラグ微粉末の使⽤率に応じて定義されたもの． 





ひび割れ抑制に効果がある断熱温度上昇量は，粉末度 3000 もしくは C 種または C 種相当の置換率でな
ければ劣ることがあるため注意を要する．⼀⽅で，耐塩害性や耐硫酸塩性に優れ，アルカリシリカ反応
抑制の効果が顕著であるという⻑所がある． 
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表 2-3-2 ⾼炉スラグ微粉末の⽐表⾯積と使⽤率がコンクリートの性質に及ぼす影響 11） 
 
[記号] ◎：無混⼊コンクリートに⽐べて良好な性質が得られる． 
    ○：無混⼊コンクリートに⽐べて同程度または多少良好な性質が得られる． 
    △：無混⼊コンクリートに⽐べて使⽤に際し注意を要する． 




















図 2-3-2 収縮拘束応⼒の経時変化とひび割れ挙動の例 18） 
  




図 2-3-3 ⾼炉セメント B 種相当を⽤いたコンクリートの収縮ひずみに及ぼす環境温度の影響 18） 
 
 
表 2-3-3 ⾼炉セメント・⾼炉スラグ微粉末を⽤いたコンクリートのフレッシュコンクリートの性質 







経時変化 ・⾼炉スラグ微粉末を⽤いない場合に⽐べてスランプの低下が⼩さい． 12） 
凝結 ・粉末度による差は認められないが，置換率が 55%の場合，BF を⽤いない⼀般のコンクリ
ートに⽐べて，凝結時間は 2〜3 時間程度遅延する． 
12） 
・⾼炉スラグ微粉末の⽐表⾯積が⼩さく，置換率が⼤きいほど凝結が遅くなる． 13） 















表 2-3-4 ⾼炉セメント・⾼炉スラグ微粉末を⽤いたコンクリートの硬化コンクリートの性質 








静弾性係数 ・圧縮強度と静弾性係数の関係は⾼炉スラグ微粉末の有無に関らず等しいと考えてよい． 12） 















































































 ⽯炭灰の有効利⽤状況は，約 6 割がセメント・コンクリート分野であるとされ，さらにその 6 割がセ
メント原料としての利⽤となっている 24）．コンクリート⽤混和材料としての利⽤は，1958 年にコンク
リート⽤混和材として，フライアッシュの品質に関する JIS A 6201 が制定されて以降，現在までに多く
の研究データが蓄積している． 
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表 2-3-6 フライアッシュを⽤いたコンクリートのフレッシュコンクリートの性質 


























表 2-3-7 ⾼炉セメント・⾼炉スラグ微粉末を⽤いたコンクリートの硬化コンクリートの性質（1/2） 
項⽬ 性質 参考 ⽂献 
圧縮強度 ・フライアッシュを⽤いたコンクリートの⼀般的な傾向は，無混⼊のコンクリートに⽐べて，材齢












NewRC 式が提案され，フライアッシュのヤング係数の補正係数は 1.1 である． 


























・フライアッシュを 20％置換することで，拘束収縮応⼒が緩和されひび割れの発⽣が若⼲遅くなる． 33） 
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表 2-3-7 ⾼炉セメント・⾼炉スラグ微粉末を⽤いたコンクリートの硬化コンクリートの性質（2/2） 
項⽬ 性質 参考 ⽂献 
凍結融解 ・空気量の経時変化の⼤きい AE 剤を⽤いた場合ある程度の空気量が確保されていても対凍害性が






































⼩林ら 40）は，表 2-3-8 に⽰すようにセメント（C），⾼炉スラグ微粉末（BS），フライアッシュ（FA），
シリカフューム（SF）を 2〜4 種類を組合せることで，各種結合材の組合せおよび置換率による影響を
検討している．圧縮強度は，図 2-3-4 のように BS と FA は結合材の組合せや⽔結合材⽐にかかわらず，
その置換率の増加にともなって標準養⽣強度は低下する傾向にあることが⽰されている．中性化に対し





表 2-3-8 結合材の混合割合 40） 
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図 2-3-4 結合材の混合割合と 28 ⽇標準養⽣強度の関係 40） 
 
図 2-3-5 結合材の混合割合と中性化速度係数の関係 40） 
 











 JIS R 5211 の⾼炉セメント C 種の範囲内で，カルシウム系添加材として⽯こうを最適量添加すること
で，図 2-3-7，図 2-3-8 に⽰すように初期強度性状や収縮性能の改善効果を確認している 42）． 
 
    





表 2-3-9 に⽰す調合を対象として，1×1×1m の実⼤模擬部材を製作し，中⼼位置におけるコンクリ
ート温度の経時変化を測定している（図 2-3-9）．その結果，改良 BC（⾼炉セメント C 種相当）を⽤い




中で，⾒かけの線膨張係数は BB よりも BC のほうが低いことから，⾃⼰収縮が抑制されていることが⼀
因であると述べている． 
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図 2-3-9 実⼤模擬部材の温度履歴 43） 
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図 2-3-11 フライアッシュ混合型⾼炉セメントコンクリートの温度変化 45） 
 














た温度ひび割れ抑制効果について図 2-3-13 に⽰す解析結果から明らかにしている． 
 
 




































LCA が普及し始めたのは 1990 年代後半とされ，1997 年 6 ⽉にようやく ISO14000 シリーズ（環境
マネジメント規格群）の⼀部として ISO14040（LCA の原則および枠組み）が国際規格となった．わが
国では，ISO14040 が和訳され 1997 年 11 ⽉に JIS Q 14040 となった．このように規格が整備される
とともに，LCA は環境影響の評価に科学的・客観的な根拠を与えることができることから，活⽤の範囲
は広がっており，各分野における LCA ⼿法の国際的標準化が進められている． 

































建築分野の LCA の⼀層の活⽤のための課題を明らかにするためとして⼩林 50）によって実施された国
内外の⽂献調査結果によると，該当する⽂献数⾃体が少ないことが伺え，建築全体を評価したものは更















図 2-4-4 評価されている物質・影響ごとに⾒た⽂献数 50） 
  







CASBEE（Comprehensive Assessment System for Built Environm ent Efficiency）は建築環境総
合性能評価システムの略称で，2001 年より国⼟交通省の⽀援のもとに産官学連携で開発されてきた評価
⼿法である．CASBEE は，図 2-4-5 に⽰すように，建築物の環境品質（Q）の評価点を環境負荷（L）の
評価点で除すことで定義する環境効率 BEE（Q/L）に基づいて「S」「A」「B+」「B-」「C」の 5 段階で格
付けする⼿法である． 
2004 年における名古屋市，⼤阪市での導⼊を⽪切りとして，2017 年 5 ⽉時点で 24 の都市（都道府
県および市町村）において導⼊され，主に述床⾯積 2000m3 以上の新築建築物を対象に CASBEE 届出を
義務付けている． 














図 2-4-6 CASBEE 標準計算シート 51） 
  









計を⾏う⼿法である．CASBEE と同様に最終的には 5 段階の格付けを⾏う． 
 
（3）LEED53） 
LEED（Leadership in Energy and Environmental Design）は，⽶国グリーンビルディング協会の
所管する建築物の環境性能の格付け・認証制度として 1996 年に開発された．新築，既存のいずれの建
築物にも適⽤でき，「建築設計・施⼯」「運⽤・維持管理」「住宅」などのツールが提供されている． 
























ね平成 20 年 1 ⽉に「環境表⽰ガイドライン〜消費者にわかりやすい適切な環境情報提供のあり⽅〜」
を策定・公表し，さらに平成 25 年 3 ⽉に改定版「環境表⽰ガイドライン」を公表している 54）． 




世界的に普及してきている（図 2-4-7 中⾚枠）． 
表 2-4-1 ISO の環境ラベルに関する規格 54） 
 
 
図 2-4-7 環境ラベルの例 54）  




カーボンフットプリント（Carbon Footprint of Products）（以下，CFP）は，図 2-4-8 に⽰すように
商品やサービスの原材料調達から廃棄・リサイクルに⾄るまでのライフサイクル全体を通して排出され
る温室効果ガスの排出量を CO2 に換算して、商品やサービスに分かりやすく表⽰する仕組みである 55）． 
CFP には，LCA ⼿法が活⽤され、地球温暖化に限定した環境負荷が定量的に算定された結果を表⽰す








湾などでも事業が⾏われている．⽇本における CFP 事業は，2012 年 3 ⽉に経済産業省等を中⼼とした
3 年間の試⾏事業を終了し，⺠間へ移⾏された．2017 年時点では，⼀般社団法⼈産業環境管理協会が運
営する JEMAI 環境ラベルプログラム内に CFP 事業としての基準が定められ，CFP 算定結果を公開するた
めの CFP 宣⾔認定にあたっては同基準に準拠する必要がある． 
 
 





2017 年時点での CFP 宣⾔認定製品は，1469 件であるが，図 2-4-9 に⽰すとおり，建築分野に関係
するものとしては合板，断熱材，家具といった建材が中⼼で，建築物を対象とした事例はほとんどない． 
しかしながら，CFP の概念は，図 2-4-10 に⽰すように，算定対象のライフサイクルを各段階に区別
したうえでそれぞれの CO2 排出量を試算し，それらの試算結果をトータルすることでライフサイクル全
体の CO2 排出量を評価するものである．また，その仕組みから第三者機関による LCA ⼿法に基づいた算
定結果の検証が⾏われることで，CFP 認証を取得していることが LCA ⼿法に基づく公平な算定結果を表
すことを意味する． 
 
このような特性を考慮すると，建築物を⼀つの製品と捉えることで CFP 認証制度に準拠した CO2 排出
量評価が実施できるものと判断され，本研究において，第 5 章以降において，国内初めてとなる建築物
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て，本研究における低炭素型⾼強度コンクリートに⽤いる結合材の組合せとして，BB に FA を置換した
3 成分系とした． 
BB に含まれる⾼炉スラグ微粉末（以下，BFS）の含有量が 45％と仮定した場合，FA の置換率を 10，
20，30％とした時の結合材中の OPC，BFS および FA の混合割合は表 3-2-1 のようになる． 
 
表 3-2-1 BB に FA を置換した低炭素型⾼強度コンクリートの結合材中の BFS，FA の混合割合 
組合せ⽐率 結合材混合割合（％） BFS+FA 置換率 OPC BFS FA 
BB7：FA3 38.5 31.5 30.0 61.5 
BB8：FA2 44.0 36.0 20.0 56.0 
BB9：FA1 49.5 40.5 10.0 50.5 
  




 低炭素型⾼強度コンクリートとして⽬標性能を表 3-2-2 に⽰す．⽬標とする強度レベルは，建築⼯事
で使⽤実績が多い⾼強度コンクリートの設計基準強度 39〜80N/mm2 を満⾜するものを想定し，管理強




表 3-2-2 低炭素型⾼強度コンクリートの⽬標性能 
要因 ⽬標性能 
圧縮強度（標準養⽣：材齢 28 ⽇） 60〜100 N/mm2 程度 
中性化抵抗性 品確法 劣化等級 3 と同程度 
⾃⼰収縮 BB 単体よりも⼩さい 
温度上昇量 BB 単体よりも低い 
 


























BB に FA を混合した低炭素型⾼強度コンクリートの強度，耐久性（中性化，凍結融解抵抗性，⾃⼰収
縮）および発熱特性といった基礎的性状を把握するにあたって，本項では W/B=17，20，25%，FA 置
換率 10，20，30％の 9 ⽔準の低炭素型⾼強度コンクリートについて，各種実験を⾏った結果について
報告する・ 
（1）使⽤材料 
コンクリートの使⽤材料を表 3-3-1 に⽰す・本項では，BB 中に含まれる BFS 含有量の変動による影
響を排除するために，BB 中の含有量 45%に相当する BFS を別途計量して使⽤した．フライアッシュは，
コンクリート⽤混和材として広く使⽤されているⅡ種品を使⽤した． 
 
表 3-3-1 使⽤材料 
結合材 
OPC 普通ポルトランドセメント （密度 3.15g/cm3） 
BFS ⾼炉スラグ微粉末 （密度 2.89g/cm3，⽐表⾯積 4270cm2/g） 
FA フライアッシュⅡ種 （密度 2.31g/cm3，⽐表⾯積 4220cm2/g） 
細⾻材 S ⼤⽉産安⼭岩砕砂（表乾密度 2.62g/cm3） 
粗⾻材 G ⼤井川産川砂（表乾密度 2.62g/cm3） 
混和剤 Ad ポリカルボン酸エーテル系⾼性能減⽔剤 
 
（2）コンクリートの調合および製造 
コンクリートの調合を表 3-3-2 に⽰す．単位⽔量 140kg/m3，粗⾻材量 850kg/m3 を⼀定として，⽬
標空気量を 2.0％として各 W/B および結合材の混合⽐率を満⾜ように計画した． 
コンクリートの練混ぜには⽔平⼆軸強制練りミキサ（60ℓ）を使⽤した・⾼性能減⽔剤の添加率は，
結合材質量⽐で 0.75〜2.50%の範囲とし，練上がり後のスランプフローが 500mm 以上かつ分離しな
いように設定した・ 
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表 3-3-2 コンクリートの調合 
No. W/B 空気量 （％） 
単位量（kg/m3） 
結合材 ⽔ 細⾻材* 粗⾻材 
1 17 
2.0 
824 140 574 850 
2 20 700 140 692 850 
3 25 560 140 824 850 
4 17 824 140 597 850 
5 20 700 140 711 850 
6 25 560 140 839 850 
7 17 824 140 619 850 
8 20 700 140 729 850 
9 25 560 140 854 850 
 
（3）試験項⽬および⽅法 
試験項⽬および試験⽅法を表 3-3-3 に⽰す・ 




スランプフロー JIS A 1150 
フロー時間 ストップウォッチ使⽤，50cm フロー到達時間 
空気量 JIS A 1128 




供試体：JIS A 1132 に準拠して作製 
試験材齢：7，28 ，56 および 91 ⽇ 
⾃⼰収縮 ⽇本コンクリート⼯学協会 ⾃⼰収縮研究委員会「モールドゲージ法（簡易法）」 
中性化 JIS A 1153 
凍結融解 JIS A 1148 ⽔中凍結融解試験⽅法（A 法） 







フレッシュコンクリート試験結果を表 3-3-4 に⽰す・空気量は 2.0〜3.2％の範囲にあり，Ｗ／Ｂや結
合材の混合割合によらず安定して制御できることが確認された・スランプフローは 515〜795mm の範
囲にあり，795mm の⽐較的⼤きいものでも材料分離は確認されなかった（写真 3-3-1）・ 
図 3-3-1 に各 W/B のスランプフローの測定結果を⽰す・W/B＝20％，25％で⽰されるように，同程
度の⾼性能 AE 減⽔剤の添加量の場合には，FA 置換率が⾼いほど，スランプフローが⼤きくなっている・




なお，W/B=20％以下の調合では，50cm 通過時間からも分かるように，FA を 30％まで置換しても
⾮常に粘性が⾼かったことから，実際の適⽤にあたっては，使⽤する⾻材などの影響も考慮し製造や施
⼯性に⽀障がない流動性が確保できる W/B を事前に把握する必要がある・ 
 
表 3-3-4 フレッシュコンクリート試験結果 
No. BB:FA W/B （％） 
混和剤添加率 スランプフロー 空気量
C×% フロー値（mm） 50cm 通過時間 （sec） ％ 
1 7：3 17 1.6 765 60 3.2 
2 7：3 20 1.0 795 34 2.0 
3 7：3 25 0.9 720 13 2.8 
4 8：2 17 1.9 780 33 2.5 
5 8：2 20 0.9 658 41 2.7 
6 8：2 25 1.0 788 12 2.0 
7 9：1 17 2.0 795 31 2.4 
8 9：1 20 1.1 540 55 2.4 













































































































































































No.1〜9 の調合に対して，促進中性化試験を実施した結果，促進期間 26 週においても中性化の進⾏
は認められなかった．写真 3-3-2 には FA 置換率 30％の各 W/B の促進中性化試験 26 週経過後のフェノ
ールフタレイン溶液噴霧後を⽰すが，いずれも中性化が進⾏していないことがわかる． 
中性化速度に影響を及ぼす主な調合要因として W/C に注⽬すると，岸⾕式および⽩⼭式では，⽔セメ
ント⽐が 38％以下では中性化速度は 0 になり，中性化が進⾏しないものとされている・本検討領域では，
FA 置換率 30％の各 W/B を W/OPC に換算すると，それぞれ 44%，52%，65％となることから，BFS
や FA による中性化抵抗性の寄与率がある程度期待できることを裏付ける結果であるといえる． 
なお，品確法の住宅性能表⽰制度において，鉄筋コンクリート造および鉄⾻鉄筋コンクリート造の住
宅に対して，劣化対策等級 3 および等級 2 を表⽰するためには，｢コンクリートの W/C の算定に当たり，
フライアッシュセメントを使⽤する場合は混合物を除いた部分を，⾼炉セメントに含まれる⾼炉スラグ
の 10 分の 3 を除いた部分をその重量として⽤いるものとする．｣と規定されている．同規定による計算
を⾏うと FA 置換率 30％の各 W/B は，28％，33％，41％となり，品確法上も劣化等級 3 を取得するこ
とが可能な W/B の範囲であることがわかる． 











翌⽇脱型後，封緘養⽣を継続したまま 20℃，60％RH の恒温⾼湿室で放置した・ 
図 3-3-4 に FA 置換率 30%で W/B が異なる No.1，2，3 の⾃⼰収縮測定結果を⽰す．⾃⼰収縮ひず
みには，⼀般的な⾼強度領域のコンクリート同様に，W/B が⼩さくなるほど顕著に⼤きくなる傾向が認
められた． 
図 3-3-5 には，FA 置換率による影響を確認するため，W/B が 20%⼀定で BB:FA ⽐率が異なる No.2
（FA 置換率 30％），No.5（FA 置換率 20％），No.8（FA 置換率 10％）の結果を⽰す・その結果，FA
置換率が⾼くなるほど，⾃⼰収縮ひずみが⼩さくなる傾向が認められた． 
































図 3-3-5 ⾃⼰収縮試験結果（No.2，5，8） 
 
（5）凍結融解 
凍結融解試験の結果を図 3-3-6 に⽰す・図中に⽰した相対動弾性係数 85%のラインは JASS5 26 節
「凍結融解作⽤を受けるコンクリート」で⽰される激しい凍結融解作⽤を受けても明確な劣化が⽣じな
い値（85%）である・いずれの調合も凍結融解 300 サイクルにおける相対動弾性係数が 85%以上を保




















































20%⼀定で BB:FA ⽐率が異なる No.2（FA 置換率 30％），No.5（FA 置換率 20％），No.8（FA 置換率
10％）を対象に，コンクリートの打設温度 20℃の条件における⽔和発熱過程の温度上昇量を測定した．
測定結果を図 3-3-7 に⽰す． 
FA の置換率が⾼くなるほど断熱温度上昇量が⼩さくなることが確認でき，マスコンクリートの適⽤な


































JIS（現在は JIS A 5308-2014「レディーミクストコンクリート」）に適合したコンクリートを⽤いるの
が⼀般的である．しかし，JIS A 5308-2014 では，コンクリートの種類のうち普通コンクリートにつは
呼び強度 45 まで，また⾼強度コンクリートについては呼び強度 60 までしか規定されておらず，従って
強度補正値等を考慮すると，設計基準強度 60N/mm2 クラスの⾼強度コンクリートは適⽤外となり対応
できない．そのため，国⼟交通⼤⾂が認定したコンクリートとしなければならない． 














表 3-4-1 使⽤材料 
材料（記号） 種類・産地等 物性値 
セメント（BB） ⾼炉セメント B 種 密度：3.04(g/cm3) 
混和材（FA） フライアッシュⅡ種（⽵原産） 表 3-4-2 参照 
細⾻材（S1） ⼭砂（千葉県富津市鶴岡） 密度：2.60(g/cm3) 
細⾻材（S2） ⽯灰砕砂（⾼知県吾川郡仁淀川） 密度：2.65(g/cm3) 





混和剤（SP） ⾼性能 AE 減⽔剤 ポリカルボン酸系 













材令 28 ⽇ 材令 91 ⽇
搬⼊⽉ 1.6 2.19 3990 107 88 103 
2015
年 
最⼤値 2.6 2.34 4380 116 89 106 
最⼩値 1.3 2.19 3960 105 82 99 
平均値 1.9 2.28 4167 110 86.5 102.8 
標準偏差（σ） 0.4 0.04 151 2.9 2 2.8 
JIS A 6201 規格値 5.0 以下 1.95 以上 2500 以上 95 以上 80 以上 90 以上 
JASS5M-401 品質基
準 4.0 以下 － 3000 以上 100 以上 － － 
 
（2）コンクリートの調合および製造 
コンクリートの調合を表 3-4-3 に⽰す．FA の置換率については，置換率が 30％になると初期強度低
下が⼤きいことや，事前試し練りにより FA 置換率が 20％と 30％で流動性に差がなかったこと等を考慮
して 20％とした． 
 





単位量 (kg/m3) ⾼性能 
AE 減⽔剤* 
(C×%) 
W C FA S1 S2 G 
BBFA20－40－55 
2 
40 170 340 85 507 346 907 1.35 
BBFA20－30－60 30 170 454 113 439 298 891 1.55 




練り上がりから 30 分間隔で 120 分まで実施した．圧縮強度試験は，標準養⽣供試体に加えて，構造体
コンクリート強度推定のため，JASS5T-605（コア供試体による構造体コンクリート強度の推定⽅法）







れ表 3-4-4 に⽰す試験⽅法に準拠して実施した． 
 
表 3-4-4 試験項⽬および参照した試験⽅法 
試験項⽬ 参照した試験⽅法 
スランプフロー JIS A 1150 コンクリートのスランプフロー試験⽅法 
フレッシュコンクリートの
温度 JIS A 1156 フレッシュコンクリートの温度測定⽅法 
空気量 JIS A 1128 フレッシュコンクリートの空気量の圧⼒による試験⽅法­空気室圧⼒⽅法 
圧縮強度試験 JIS A 1108 コンクリートの圧縮強度試験⽅法 
静弾性係数試験 JIS A 1149 コンクリートの静弾性係数試験⽅法 
中性化 JIS A 1153 コンクリートの促進中性化試験⽅法 
乾燥収縮 JIS A 1129-3 モルタル及びコンクリートの⻑さ変化測定⽅法­第 3 部：ダイヤルゲージ⽅法 
凍結融解 JIS A 1148 コンクリートの凍結融解試験⽅法 
⾃⼰収縮 ⽇本コンクリート⼯学協会 ⾃⼰収縮研究委員会「モールドゲージ法（簡易法）」 






   
図 3-4-1 簡易断熱養⽣箱（左），実⼤模擬試験体（右）概要 
 
 































































































図 3-4-3，図 3-4-4 に、これらの温度履歴を⽰す。 
 
表 3-4-5 模擬柱部材試験体の中⼼及び外側の最⾼温度 
時期 W/B 
模擬柱最高温度（℃） 簡易断熱養生 
最高温度 (℃) 中心 外側 
夏期 
40 60.7 49.1 53.6 
30 72.9 59.0 65.9 
24 81.2 65.4 71.5 
標準期 
40 56.7 47.2 49.4 
30 69.0 57.4 61.4 
24 77.5 66.3 67.8 
冬期 
40 40.5 35.3 33.8 
30 56.1 49.4 44.5 
24 65.5 54.9 53.8 
 
  





































































































































































































表 3-4-6，図 3-4-5 に各種供試体の圧縮強度試験結果を⽰す．いずれの供試体の場合でも，材齢の経
過に伴って強度が増進する傾向が⾒られるが，模擬柱部材から採取したコア供試体および簡易断熱養⽣
供試体では，材齢 28 ⽇から 91 ⽇までの強度増進が⼩さい． 
これは，参考⽂献 1）で⽰されるように，BFS を使⽤したコンクリートが⾼温履歴を受けると材齢 28
⽇から 91 ⽇の強度増進が僅かであるといった報告と整合する． 
表 3-4-6 圧縮強度試験結果 











45.8 63.5 68.9 74.2 
コア強度 － 56.9 62.5 63.9 




65.0 82.5 88.8 95.9 
コア強度 － 70.8 74.4 73.7




75.8 94.8 99.5 99.4 
コア強度 － 77.2 78.3 81.9 





46.9 65.5 72.9 74.8
コア強度 － 57.3 60.6 59.7 




67.4 86.4 91.0 96.9
コア強度 － 74.9 75.5 75.6




86.2 103 112 117
コア強度 － 85.7 87.5 88.8 





46.6 66.7 75.3 80.9 
コア強度 － 52.9 61.8 64.9 




73.6 88.0 97.1 106 
コア強度 － 74.9 81.9 83.6




90.7 107 118 122 
コア強度  86.7 92.6 91.2 



























































(a)標準養⽣供試体            (b)コア供試体             (c)簡易断熱供 
図 3-4-5 各種供試体の強度性状 













筋コンクリート造および鉄⾻鉄筋コンクリート造の住宅に対して，劣化対策等級 3 および等級 2 を表⽰
するための W/C の考え⽅には，｢コンクリートの W/C の算定に当たり，フライアッシュセメントを使⽤
する場合にあっては混合物を除いた部分を，⾼炉セメントに含まれる⾼炉スラグの 10 分の 3 を除いた部
分をその重量として⽤いるものとする．｣と規定されている． 
そこで，品確法による考え⽅を BB に FA を混⼊したコンクリートに適⽤した場合の合理性を確認する
ため，本実験結果から得られた W/B と中性化速度係数の関係を，品確法で規定される W/C に換算した
結果を図 3-4-7 に⽰す．また，図 3-4-7 には，⽂献 3），4）で⽰されている W/C と中性化速度係数の関係
式による推定値を併せて⽰している．結合材として GGBFS および FA を全量含む W/B を横軸にとった
場合，概ね線形的な関係は認められ，W/B が 24.5％以下では中性化速度係数は 0 になる．⼀⽅で，品
確法に従って換算した W/C を横軸にとった場合では，⽂献 3），4）の関係式と同等の直線関係にあり， W/C
が 38％以下では中性化速度係数が 0 になるという⽂献 4）で⽰される提案式と⼀致する． 






図 3-4-6 促進中性化試験結果 
 
 


































































 図 3-4-8 に乾燥収縮試験結果を⽰す．経過⽇数 182 ⽇での乾燥収縮ひずみは，W/B＝40％，30%で
450×10-6 程度，W/B=24％では 350×10-6 程度であった．⾼強度コンクリートの乾燥収縮ひずみは，
⽔結合材⽐が⼩さいほど乾燥収縮ひずみが⼩さくなる傾向があり，本測定結果も同様の傾向といえる． 
図 3-4-9 に⾃⼰収縮試験結果を⽰す．⾃⼰収縮ひずみは経過⽇数 91 ⽇において，W/B＝40％，30%










図 3-4-8 乾燥収縮ひずみ測定結果 
 
 


















































































































断熱温度上昇試験の結果を図 3-4-12 に⽰す． BB に FA を 20%置換したコンクリートの W/B=40，
30，24%の断熱温度上昇量は，経過時間 10 ⽇時点で 47〜63℃となった．図 3-4-12 には，同⼀の⾻材，
調合条件での NC および BB の W/C=24％で実施した試験結果も参考に⽰すが，NC，BB の断熱温度上









体供試体の材齢 91 ⽇における圧縮強度との差（S 値）が必要となる。ここでは標準養⽣の材齢を 28 ⽇
とし、構造体コンクリートの材齢を 91 ⽇として S 値（28S91）の検討を⾏った。 
通常，⾼強度コンクリートにおける S 値の設定においては，実験結果より得られた 28S91 値及びその回
帰式をもとに安全を考慮し包含する値を整数に丸め、採⽤ S 値を求める⽅法が⾏われる． 
表 3-4-7 に、今回の実験で求めた 28S91 値を⽰す。また、図 3-4-13 に結合材⽔⽐と 28S91 値の関係を
⽰す。結合材⽔⽐が⼩さい調合において，標準期の S 値が夏期および冬期に⽐べると⾼い数値であるも
のの，すべての S 値よりも安全側になることを考慮して，標準期試験で得られた S 値を通年で採⽤する




































40 2.500 -0.4 5.8 1.8
30 3.333 8.8 10.8 4.4
24 4.167 12.9 14.2 15.4
 
 
図 3-4-13 結合材⽔⽐と 28S91 値の関係 
 
















































1)FA を置換することによる流動性改善効果が期待できることを確認した．但し，ある⼀定の低 W/B の
場合には，粘性が過⼤となり FA による流動性改善効果がみられない． 
2)強度性状については，W/B＝25％程度であれば，FA 置換率が 30％までの範囲において Fc60N/mm2
を⼗分達成可能なポテンシャルを有する． 
3)FA 置換により，⾃⼰収縮が⼩さくなるため，ひび割れ抑制効果が期待できる． 
4) FA 置換率 30%であっても W/B=25％クラスの⾼強度領域では，中性化がほとんど進⾏せず，劣化
等級３を取得可能 











3)中性化の進⾏は W/B による顕著な差が確認され，品確法上の W/C の算定⽅法を採⽤することで，適
当かつ安全側に中性化抵抗性を評価できる． 
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使⽤材料は，3.4 節の実機実験で材料と同様である．調合も 3.4 節と同様で，ＦＡ置換率を 20％，
































































































7 36.2 39.4 39.3 78.4 77.4 80.2 
28 53.9 39.7 40.1 104.8 78.7 84.5 
91 62.1 43.2 44.1 117.9 82.2 88.1 
 
  
































































表 4-2-3 使⽤材料 
材料 記号 仕様・物性 
⽔ W 上⽔道⽔ 
セメント 
BB ⾼炉セメント B 種，ρ=3.04 g/cm3 
NC 普通ポルトランドセメント，ρ=3.15 g/cm3 
MC 中庸熱ポルトランドセメント，ρ=3.21 g/cm3 
混和材 FA フライアッシュⅡ種，ρ=2.28 g/cm3 
細⾻材 S ⼭砂， ds=2.57 g/cm3 
粗⾻材 SG 硬質砂岩砕⽯（栃⽊県産）， ds=2.57 g/cm
3 
LG ⽯灰岩砕⽯（⾼知県吾川産）， ds=2.71 g/cm3 
混和剤 SP ⾼性能ＡＥ減⽔剤 
 
  




コンクリートの調合を表 4-2-4 に⽰す．⽔結合材⽐は W/B＝24％の 1 ⽔準とし，表 4-2-4 に⽰す 8
調合のコンクリートを製造し，試験に⽤いた． 
 





Ｗ Ｃ ＦＡ Ｓ ＳＧ ＬＧ1 ＬＧ2 
BB-LG 
24 42.3 
170 708 － 627 － 902 － 
BB-SG 170 708 － 627 882 － － 
BB:FA20-LG 170 708 142 610 － 878 － 
BB:FA20-SG 170 708 142 610 858 － － 
NC-LG 170 708 － 636 － 915 － 
NC-SG 170 708 － 636 894 － － 
MC-LG 170 708 － 641 － 922 － 






割れ制御指針 2）で⽰される⽅法を参考に測定した．粗⾻材の線膨張係数は，写真 4-2-1 に⽰すように，
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表 4-2-6，図 4-2-4 に材齢 28 ⽇における標準養⽣と簡易断熱養⽣の圧縮強度試験の結果を⽰す．標
準養⽣と簡易断熱養⽣の強度差が最も⼤きいのは，BB-LG で 19.6％，次いで BB:FA20-LG で 16.1％で
あった．最も⼩さいのは MC-SG で 3.5％となった．いずれの結合材種類においても，粗⾻材に硬質砂岩
砕⽯（SG）を使⽤した組合せのほうが，⽯灰⽯砕⽯（LG）を使⽤した組合せよりも強度差は⼩さくなる
傾向が認められた． 
表 4-2-7，図 4-2-5 に材齢 28 ⽇における標準養⽣と簡易断熱養⽣の割裂引張強度の結果を⽰す．標
準養⽣と簡易断熱養⽣の強度差が最も⼤きいのは，BB-LG で 23.2％，次いで BB:FA20-LG で 16.1％で




影響による強度差については割裂引張強度のほうがより顕著に SG が⼩さい傾向である． 











表 4-2-6 圧縮強度結果（材齢 28 ⽇） 
種類 圧縮強度（N/mm2） 強度差 （％） 標準養生 簡易断熱養生 
BB-LG 106.0  85.2  19.6  
BB-SG 108.0  96.1  11.0  
BB:FA20-LG 105.0  88.1  16.1  
BB:FA20-SG 108.0  98.0  9.3  
NC-LG 95.4  83.9  12.1  
NC-SG 109.0  96.4  11.6  
MC-LG 107.0  100.0  6.5  
MC-SG 115.0  111.0  3.5  
表 4-2-7 割裂引張強度結果（材齢 28 ⽇） 
種類 割裂引張強度（N/mm2） 強度差 （％） 標準養生 簡易断熱養生 
BB-LG 5.6  4.3  23.2  
BB-SG 5.6  5.3  5.4  
BB:FA20-LG 6.2  5.2  16.1  
BB:FA20-SG 6.2  5.9  4.8  
NC-LG 5.7  5.1  10.5  
NC-SG 6.0  5.6  6.7  
MC-LG 6.2  5.7  8.1  
MC-SG 6.4  6.2  3.1  
表 4-2-8 モルタルの圧縮強度（材齢 28 ⽇） 
種類 圧縮強度（N/mm2） 強度差 （％） 標準養生 簡易断熱養生 
BB-LG 126.0  125.0  0.8  
BB-SG 124.0  124.0  0.0  
BB:FA20-LG 118.0  124.0  -5.1  
BB:FA20-SG 117.0  124.0  -6.0  
NC-LG 120.0  120.0  0.0  
NC-SG 122.0  121.0  0.8  
MC-LG 131.0  133.0  -1.5  
































































































BB が 14.7×10-6/℃，BB:FA20 が 12.6×10-6/℃，NC が 12.1×10-6/℃，BB が 10.5×10-6/℃であった．⼀⽅，
粗⾻材は，LG が 2.4×10-6/℃，SG が 6.8×10-6/℃であった． 
モルタルと粗⾻材の線膨張係数の差に着⽬すると、BB と LG で 12.3×10-6/℃、BB と SG で 7.9×10-6/℃、
BB:FA=80:20 と LG で 10.2×10-6/℃、BB:FA=80:20 と SG で 5.8×10-6/℃となり、LG を使⽤した場合、モル
タルと粗⾻材間で極めて⼤きな線膨張係数の差があることが確認された． 







表 4-2-9 各結合材および粗⾻材の線膨張係数測定結果 
種類 線膨張係数（×10-6/℃） 













写真 4-2-5 BB と LG 界⾯の観察 3） 
 
写真 4-2-6 BB：FA20 と LG 界⾯の観察 3） 
 








表 4-2-10 に⽰す 8 ⽔準のモルタルと粗⾻材の組み合わせによるひずみ測定を⾏う．結合材は，NC，BB，
BB:FA20 の 3 ⽔準とし，粗⾻材は LG と SG の 2 ⽔準とした．  
 







作製数 粗⾻材の 種類 
① NC-LG 3 6 LG：⽯灰⽯ 
② NC-SG 3 6 SG：硬質砂岩 
③ BB-LG 3 6 LG：⽯灰⽯ 
④ BB-SG 3 6 SG：硬質砂岩 
⑤ BB:FA20-LG 3 6 LG：⽯灰⽯ 
⑥ BB:FA20-SG 3 6 SG：硬質砂岩 
 
  





















単 位 量 (kg/m3) 混和剤 （B+FA）×% 









24 1.6 251 
N 
1046
0 604 402 － － 1.65 0.001 
③，④ 
BB-24% 
24 1.2 251 
BB 
1046




24 1.4 251 
BB 
836 






























 モルタルと粗⾻材のひずみを測定する⽅法を図 4-2-7 に⽰す．供試体の⼨法をφ50mm×100mm と































































































































































































































































































ひずみ測定結果を図 4-2-10 に⽰す．結合材種類によって硬化初期のひずみ挙動に差がみられ，BB お





挙動を⽰した．その結果，それぞれのひずみ差に差がみられ，LG よりも SG のほうが全体的にひずみ差
















































































































































































































































































































上記で提案した 4 つの⽅法による S 値改善効果を確認するため，表 4-3-1 に⽰す 4 種類の供試体を作
製し，標準養⽣ 28 ⽇と簡易断熱養⽣ 91 ⽇の強度試験を実施する．全てのベースとなる BB-LG は 4.2.2
項で使⽤した材料および調合とした．対策として新たに使⽤した材料を表 4-3-2 に⽰す． 
  




表 4-3-1 実験条件 
記号 調合条件 備考 
BB-LG 4.2.2 項と同様の使⽤材料および調合 無対策 
BB-SG 4.2.2 項と同様の使⽤材料および調合 対策①：粗⾻材の選定 
BB-LG2 線膨張係数が⽐較的⼤きい LG を使⽤ 対策①：粗⾻材の選定 
BB-LG-Sr 収縮低減剤添加 C×４％ 対策②：収縮低減剤の使⽤ 
BB-LG-EXR 膨張剤タイプ R 20kg/m3 対策③，④：膨張剤の使⽤および⽔和熱抑制
 
表 4-3-2 使⽤材料 
材料 記号 仕様・物性 
粗⾻材 LG2 ⽯灰岩砕⽯（栃⽊県唐沢産），線膨張係数 5.6（×10
-6/℃）
ds=2.71 g/cm3 
収縮低減剤 Sr ポリエーテル誘導系 
膨張剤 ExR エトリンガイトー⽯灰複合系（タイプ R：⽔和熱抑制型）
 
（２）試験結果 
標準養⽣ 28 ⽇と簡易断熱養⽣ 91 ⽇の⽐較により S 値を推定した結果を表 4-3-3 に⽰す．  
標準養⽣ 28 ⽇強度が同程度でかつ効果的に S 値を改善できるのは，粗⾻材の選定であり，LG から SG
にすることで 6.4N/mm2 の改善効果が得られた．また，同じ LG でも線膨張係数が⼤きいものであれば，
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５．２ カーボンフットプリントを活⽤した建築物の CO2 排出量評価⼿法 
 












図 5-2-1 CFP マーク 
 
５．２．２ 建築物の CFP 算定・表⽰⽅法 
CFP プログラムによる CFP の算定・表⽰の流れを図 5-2-2 に⽰す．建築物を対象に CFP を算定・表
⽰するには，まず，算定に関するルールとなる「CFP 製品種別基準（CFP-PCR：Carbon footprint of a 
Product- Product Category Rule）」（以下，CFP-PCR）を策定し，⼀般意⾒公募を経た後，専⾨レビュ
ーアによるレビューおよびレビューパネルの認定を受けて，公開することが必要となる． 
次に，該当する CFP-PCR に基づいて CFP を算定し，算定結果について第三者検証を受け，レビュー
パネルによる合否判定を経て，登録・公開することで，建築物の CFP 算定結果を表⽰することができる．
算定結果の表⽰は，JEMAI の CFP プログラムの HP 上で登録情報として公開 5)されるほか，CFP マーク
を対象製品等に付与する⽅法等が⽤いられている． 




















※CFP プログラムにより設置運営される CFP-PCR の認定に関する最終判断および CFP 検証結果
に対する確認・最終判定を⾏う機関 
図 5-2-2 CFP プログラムによる CFP の算定・表⽰の流れ 
 
５．２．３ モデル建築物による CFP 算定 
（1）CFP-PCR の作成 
建築物の CFP 算定を実施するため，⼀般的な RC 造建築物を想定して，CFP-PCR を作成した．作成は，
CFP プログラムにおいて規定されている「CFP 製品種別基準（CFP-PCR）に関する要求事項」に準拠し
た． 
建築物を対象とした CFP-PCR の概要を表 5-2-1 に，ライフサイクルフローを図 5-2-3 に⽰す．本
CFP-PCR は，建設に伴う CO₂排出量を評価することを⽬的としているため，運⽤段階を算定の対象外と






















表 5-2-1 建築物を対象とした CFP-PCR の概要 
CFP-PCR 名称 建築物（躯体および仕上げ材） 
製品種別 建築物（躯体および仕上げ材）を対象とする． 














・⽇本建築学会，「建物の LCA 指針-温暖化・資源消費・廃棄物対策のための評価ツール-（改訂版）」， （2013）
・公益社団法⼈ロングライフビル推進協会 BELCA，「LC 評価，⻑期修繕計画，診断，資産評価，ER のため
の建築物のライフサイクルマネジメント⽤データ集」，（2014） 
・社団法⼈建築業協会環境委員会副産物部会， 「建築系混合廃棄物の原単位調査報告書」，  (2004) 





























利⽤可能データライブラリ「建築物の LCA ツール ver.5.00 搭載 LCA データベース 【抜粋版】」のデー
タを優先的に⽤いる． 
 




CFP 算定の対象としたモデル建築物の概要を図 5-2-4 に⽰す．モデル建築物は，⼀般的な RC 造建築














図 5-2-4 モデル建築物の概要 
 
 




















材料の原単位などの⼆次データに関しては，CFP プログラム利⽤可能データ 7)のうち，「建築物の LCA
ツール ver.5.00 搭載 LCA データベース 【抜粋版】」のデータを優先的に⽤いることとし，必要に応
じてその他のデータベースを併⽤した． 
 
表 5-2-２ CO₂排出量の算定 


































































































































































図 5-2-6 資材製造段階における⼯種ごとの CO₂排出量寄与率 
 




そこで，コンクリートの CO₂排出量削減⽅法のひとつの例として，⾼炉セメント B 種への材料変更を想
定し，モデル建築物で⽤いた全普通ポルトランドセメント分量のうち 50％を⾼炉スラグ微粉末に置換し
た場合のモデル建築物の CFP 算定結果を表５-2-5 に⽰す．なお，コンクリートおよび鉄筋は，表 5-2-
６に⽰す値を算定に⽤いた． 
資材製造段階における CO₂排出量が，普通ポルトランドセメント使⽤時では 1,500 t-CO₂であったの








































表 5-2-4 コンクリート材料の CO₂ 排出量の原単位 9) 







表 5-2-５ CFP 算定結果（⾼炉セメント B 種使⽤時） 
CFP 算定結果※（耐⽤年数 60 年あたり） 
CFP 算定結果（CFP） 2,500 t-CO₂ 
（端数処理のため内訳の合計値と異なる） 
内訳（ライフサイクル段階別） 
資材製造段階 1,100 t-CO₂ 
施⼯段階 740 t-CO₂ 
修繕・改修段階 620 t-CO₂ 
廃棄・リサイクル段階 110 t-CO₂ 




表 5-2-６ コンクリートおよび鉄筋の数量 
名称 摘要 数量 単位 
コンクリート 
Fc=15N/ｍｍ2 スランプ=15cm 18.9 m3 
Fc=24N/ｍｍ2 スランプ=18 cm 25.0 m3 
Fc=27N/ｍｍ2 S スランプ=18 cm 3126.5 m3 
異形鉄筋 
SD295A D10 89200.0  kg 
SD295A D13 96000.0  kg 
SD295A D16 3000.0 kg 
SD345 D22 2300.0  kg 
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５．２．４ 実建築物による CFP 算定 
本項では実際に CFP 認証を取得した研修⽤宿泊施設について⽰す． 
 
（1）建築物の概要 
表 5-2-7 に建物概要，図 5-2-7 に外観パース図を⽰す．対象建物は鉄筋コンクリート 3 階建ての⼀般
的な研修宿泊施設である． 
 
表 5-2-7 建物概要 
⽤途 研修⽤宿泊施設 
構造規模 PCa ⼯法による RC 造，地上 3 階 
基礎形式 直接基礎 
建築⾯積 1,120.23 m2 
延床⾯積 2,755.58 m2 
最⾼⾼さ 9.99 m 
外装仕上 屋根：AS 外断熱露出防⽔ 外壁：フッ素樹脂塗装 
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表 5-2-9 資材製造段階における⼯種ごとの寄与率 
⼯種 寄与率 ⼯種 寄与率 
杭地業⼯事 5% 型枠⼯事 0% 
16% 
躯体雑⼯事 0% 
コンクリート⼯事 25% 組積⼯事 0% 防⽔⼯事 2% 
躯体 PC ⼯事 23% ⽯及び擬⽯⼯事 0% タイル⼯事 1% 
鉄筋⼯事 17% ⽊⼯事 0% ⾦属⼯事 5% 
鉄⾻⼯事 6% 左官⼯事 3% ⽊製建具⼯事 0% 
内外装⼯事 11% ⾦属製建具⼯事 2% ガラス⼯事 3% 
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第 5 章において建築物の建設に伴う CO2 排出量の評価⼿法として，CFP の活⽤が，信頼性，透明性の
観点から⼀定の評価軸として有効であることを⽰した． 
本章では，5.2.4 項で⽰した実建築物をモデルケースとして，低炭素型コンクリートの種類，適⽤部位
による CO2 削減効果の検証や⻑期強度改善が CO2 排出量に及ぼす影響の検証を⽰し，要素技術である低
炭素型コンクリートと建築物の CO2 排出量の評価⼿法に関連性を持たせることを試みた． 
 




リートを適⽤した場合の CO2 削減効果について検証する．表 6-2-1 に検証に⽤いたコンクリートの数量，
各部コンクリートの設計基準強度 Fc および各種低炭素型コンクリートの CO2 排出原単位を⽰す． 
各種低炭素型コンクリートの設定は CO2 削減効果が異なる下記の４つとした． 
 
①「普通」：普通ポルトランドセメント（NC）100%使⽤ 
②「低置換」：「普通」の CO2 排出量を 20%削減 
③「中置換」：「普通」の CO2 排出量を 40%削減 
④「⾼置換」：「普通」の CO2 排出量を 60%削減 
 
「普通」はセメントに NC を使⽤したコンクリートで，「低置換」，「中置換」，「⾼置換」は，OPC に副
産物系混和材を置換することで，CO2 排出量をそれぞれ 20%，40%，60%を削減したセメント（⾼炉
















普通 低置換*2 中置換*3 ⾼置換*4 
現場打ち 
基礎部 1002 27 313 263 212 162 




































図 6-2-2 に各種低炭素型コンクリート適⽤による CO2 削減量を⽰す．ケース①，③の削減効果が 132





































６．３ ⻑期強度改善が CO2 排出量に及ぼす影響の検証 
 




60N/mm2 を満たすためには，調合強度（呼び強度）としては 88.8N/mm2 必要になる．それに対応す
る⽔結合材⽐は 25.5N/mm2 であり，結合材量としては BB：534kg/m3，FA：133kg/m3 となる．表
6-3 には，普通ポルトランドセメントと中庸熱ポルトランドセメントの Fc60N/mm2 の合算定式に基づ
く設計基準強度と管理強度・⽔結合材⽐の関係の例を参考に⽰すが，S 値の影響により必要な⽔結合材⽐
に差が⽣じ，結合材量に差がみられる． 
表 6-3-2 には，粗⾻材種類を SG に変えることで S 値が 6N/mm2 低くなることを想定した場合の設計
基準強度と管理強度・⽔結合材⽐の関係を⽰す．その結果，BB の使⽤量は，474kg/mm2，FA は
118kg/m3 となり，それぞれ 60kg/m3，15kg/m3 の削減量となる．これらを CO2 削減量に換算すると，




ような部分が 2000m3 あるとすれば，S 値改善前では約 734 t-CO2 の排出量だったものが S 値改善によ
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表 6-3-1 調合算定式に基づく設計基準強度と管理強度・⽔結合材⽐の関係 











































































N 60 10 70 7.0 84.0 28.0 N：597 
28 通年 M 60 3 63 6.3 75.6 32.5 M：535 
 
表 6-3-3 調合算定式に基づく設計基準強度と管理強度・⽔結合材⽐の関係 










































第 6 章では，5.2.4 で⽰した実建築物をモデルケースとして，低炭素型コンクリートの種類，適⽤部
位による CO2 削減効果の検証や⻑期強度改善が CO2 排出量に及ぼす影響の検証を⽰し，要素技術である
低炭素型コンクリートと建築物の CO2 排出量の評価⼿法に関連性を持たせた． 
また，第 4 章で提案したような⻑期強度性状の改善に伴う S 値改善の効果が実際に CO2 排出量削減効
果にどの程度影響するのかに関する検証を⾏い，低炭素型⾼強度コンクリートを適⽤する場合において，
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第６章では，第５章で提案した CFP を活⽤した CO２排出量評価⼿法を⽤いて，各種低炭素型コンクリ
ートの種類，適⽤部位による CO2 排出削減効果の検証を実建築物の情報を⽤いて検証した．その結果，
低炭素型コンクリートが適材適所型の適⽤が，CO2 排出削減の観点からも有効であることを定量的に⽰
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７．２ 課題と展望 
 
本研究において報告した低炭素型⾼強度コンクリートは，実⽤化にあたっての製造上の制約や既往の
⽂献による性状の傾向をふまえて決定したものであるが，背景で述べたように結合材の組合せや置換率，
使⽤する混和材料等によって性状が変わることに留意しなければならない．現在，低炭素型コンクリー
トの初期強度発現や中性化抵抗性の改善に向けた様々な研究が積極的に⾏われており，新しい混和材料
の開発が進むことも想定される．そうした中で，さらなる経済性や CO2 排出削減効果が期待できる可能
性があるアイデアが出てきたときには，今回の研究成果をベースに，さらなる検証を進めていくことが
求められる．コンクリートは少しのアイデアで⼤きく性能が変わることを念頭において，常に最先端の
情報収集や新しい知⾒の導出に努めることが必要と考える． 
また，環境影響評価においても，国内では CO2 排出量が重要視される傾向にあることを，既往の⽂献
で⽰したが，今後 LCA ⼿法が建設業界に定着していくに従って，その他の環境領域も考慮したマルチク
ライテリア型の評価が求められることが想定される．そうしたときに，例えばセメントの製造が多くの
廃棄物を受け⼊れている現状を考慮する必要性など，より⾼度な検証が必要になることも考慮して，世
界的な動向と国内の動向について注意深く調査していくことが求められる．
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